
技能検定職種の新設及び廃止について

職業能力開発促進法
技能検定は、職業能力開発促進法に基づき、労働者の有する技能の程度を検定し、これを公証する制

度である。
技能検定は、職種ごとに、等級に区分して、実技試験及び学科試験により行っている。職種は、平成21

年9月1日現在136職種であり、そのうち11職種については民間の指定試験機関に試験業務を行わせてい
る。
技能検定の職種、等級及び試験科目等については、法に基づき職業能力開発促進法施行令及び職業

能力開発促進法施行規則により定められている。

○今回追加する職種
「着付け」とは、他人に着物を着付ける職種である。

当該職種については、着付けに関する高度な技能や専門的知識を必要とし、かつ、結婚式、成人式、七
五三、卒業式など各種行事において当該技能を有する人材に対する需要は全国で大きいことから、技能
検定の試験業務を指定試験機関に行わせる職種として追加するものである。

○今回廃止する職種

「スレート施工」とは、スレート板を工場、倉庫、プラットホームの上屋等の屋根や壁の他、防火構造の一
部として、ビル、住宅、店舗等の内外装に取り付けを行う職種である。

当該職種については、当該技能を必要とする製品や当該技能を有する人材に対する需要が減少してい
る等の理由により、技能検定を行う職種から除くものである。

平成１８年度「技能検定職種等のあり方に関する検討会」報告書より
＜職種を追加する要件＞
・ 既存の技能検定職種と競合しないこと
・ 対象労働者が地域に限定されることなく全国的に相当数存在すること
・ 高度な技能や専門的知識を要するなど検定に値する職業能力が要求されること
・ 技能検定の対象となる職種における高度な職業能力を有する人材に対する需要が大きいこと
又は増大していること

・ 知識及び技能を客観的に評価できること

＜職種を統廃合する要件＞
検定職種の統廃合に当たっては、「技能検定を開始してから一定の年数を超えた職種であって、

かつ、受検者数が特に少ない職種」を対象とする。
○ 統合
・ 技能の内容が近接する検定職種が存在し、両者の技能に共通性が認められること、生産工程
の一連性が認められることなどが必要。

○ 廃止
・ 当該技能に対する需要や当該技能を必要とする製品の需要等が減少し、今後ともその需要
の増加が見込めないこと。当該技能を有する人材に対する需要が減少し、今後ともその需要の
増加が見込めないこと。

・ 技能検定試験の実施等において、業界団体等の協力が得られないこと。
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「行政改革の重要方針（平成17年12月24日・閣議決定）」（抄）
・ 技能検定制度について、新設の職種については、民間の指定試験機関において行うことを
原則とする。
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